	指定要件チェック表（第２表）（要綱第５条第１項第４号アに適合する旨を説明する書類）

	法　人　名
	
	実績判定期間
	　年　月　日～　年　月　日

	ア　市内において不特定かつ多数の市民の利益に資すると認められる継続的な活動が行われているものとして、次の全てに該当していること。
	ﾁｪｯｸ欄

	
	

	

	（ア）利益を受ける市民が存在すること

判定の対象となる各事業年度

①

②

③

④

⑤

申出日の属する事業年度
平成 年 月 日から
平成 年 月 日から
平成 年 月 日から
平成 年 月 日から
平成 年 月 日から
平成 年 月 日から
平成 年 月 日まで
平成 年 月 日まで
平成 年 月 日まで
平成 年 月 日まで
平成 年 月 日まで
令和 年 月 日まで
利益を受ける市民が存在する。

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ
はい ・ いいえ
はい ・ いいえ
はい ・ いいえ
はい ・ いいえ


	（イ）受益の機会が一般に開かれていること

該当するものに○

広報・周知等の媒体
広報・周知している内容等
団体の会報・機関誌
チラシ・パンフレット・ポスター
行政・支援機関の広報誌等
テレビ・ラジオ・CATV
新聞・雑誌
タウン紙・地域情報誌
ホームページ・ブログ等のウェブサイト
メールマガジン
Twitter・Facebook等のソーシャルネットワークサービス
その他（　　　　　　　　　　　）
その他（　　　　　　　　　　　）



	第２表（次葉）

	法人名
	
	ﾁｪｯｸ欄

	（ウ） 実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が50%未満であること
	

	　イ  会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供（以下「資産の譲渡等」という。）、会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動（資産の譲渡等のうち対価を得ないで行われるもの等を除く。）

　ロ  会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他これらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動（会員等に対する資産の譲渡等を除く。）

　　（注意事項）　特定の地域とは、一の市区町村の区域の一部で地縁に基づく地域をいいます。

  ハ  特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動

  ニ  特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動


実 績 判 定 
	期 間



	

	
	すべての事業活動に係る金額等
	………………………
	①
	円
	

	

	
	①のうちイ～ニの活動に係る金額等
	…………………


	②
	円
	

	

	
	イ
	会員等に対する資産の譲渡等の活動（対価を得ないで行われるもの等を除く。）に係る金額等
	ⓐ
	円
	

	
	
	会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動に係る金額等
	ⓑ
	円
	

	
	ロ
	便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等
	ⓒ
	円
	

	
	ハ
	特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等
	ⓓ
	円
	

	
	ニ
	特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動に係る金額等
	ⓔ
	円
	

	
	合     計     （ⓐ＋ⓑ＋ⓒ＋ⓓ＋ⓔ）
	ⓕ
	円
	➯②へ

	

	
	基準となる割合 （②÷①）
	……………………………


	③
	％
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